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�愛媛県告示第１８４９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労政課並びに新居浜市役所において告示の日から４

月間縦覧に供する。

平成１９年１２月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フォレオにいはま 新居浜市前田町乙１２
１９－１外 大規模小売店舗の名称 （仮称）前田町複合

商業施設 フォレオにいはま 平成１９年
１１月１日

平成１９年
１１月２９日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労

政課並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１８５０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産

業経済部商工労政課並びに四国中央市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１９年１２月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

発 行 愛 媛 県

○ 道路の位置の指定…………………………………………………………１３２２

○ 二級建築士試験及び木造建築士試験の受験資格者の指定の一部改

正……………………………………………………………………………１３２２

監 査 公 表

○ 包括外部監査結果に基づく措置の公表…………………………………１３２３

雑 報

○ 裁決手続開始の決定の公告………………………………………………１３３０

� 目 次 �
告 示

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等（２件）………………………１３１４

○ 大規模小売店舗を設置している者の変更の届出の概要等……………１３１５

○ 愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程の一部改正………………１３１６

○ 保安林の指定施業要件の変更……………………………………………１３１６

○ 愛媛県漁業近代化資金利子補給規程の一部改正………………………１３１７

○ 海岸保全区域の指定の一部改正…………………………………………１３１９

毎週（火・金）曜日発行 第１９２１号 平成１９年１２月１１日

平成１９年１２月１１日火曜日 第１９２１号

愛 媛 県 報

１３１４
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大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

パルティ・フジ三島
四国中央市三島中央
一丁目字陣屋１９２８－
１

駐車場の位置及び収容台数 ４箇所
３５８台

３箇所
２４９台

平成２０年
７月２７日

平成１９年
１１月２６日

駐車場の自動車の出入口の数
及び位置 ４箇所 ２箇所

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労

政課並びに四国中央市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１８５１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）附則第５条第４項の規定により法第６条第２項の規定による届出と

みなされる法附則第５条第１項の規定による変更に係る事項の届出があったので、法第６条第３項において準用する法第５条第３項の規定

に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産

業経済部商工労政課並びに新居浜市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１９年１２月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

ダイキＥＸ新居浜 新居浜市瀬戸町甲４０
７５番地

大規模小売店舗内の店舗面積
の合計 ７，３００平方メートル １１，６１２平方メートル 平成２０年

７月２３日
平成１９年
１１月２２日

駐車場の収容台数 ３３１台 ３９５台

駐輪場の位置及び収容台数 店舗棟南西側４５台 店舗棟西側１３６台

大規模小売店舗において小売
業を行う者の開店時刻及び閉
店時刻

午前８時から
午後８時まで

午前７時から
午後９時まで

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前７時４５分から
午後８時１５分まで

午前６時４５分から
午後９時１５分まで

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労

政課並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成１９年１２月１１日 第１９２１号

１３１５
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�愛媛県告示第１８５３号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定施業要件を変更する。

平成１９年１２月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所

西条市西之川字老野丁８３から丁８６まで、丁９０の１、丁９０の２、

丁９１から丁９９まで、丁１００の１、丁１００の２、丁１０１、丁１０２、

丁１０３の１、丁１０３の２、丁１０４の１、丁１０４の２、丁１０５、

丁１０６、丁１０７の１から丁１０７の３まで、丁１０８、丁１０９の１、

丁１０９の２、丁１１０から丁１１５まで、丁１１７、丁１１８の２、丁

１１９から丁１３７まで、丁１４９、丁１５０、丁１５１の１、丁１５１の

２、丁１５２から丁１５４まで、丁１５５の１、丁１５５の２、丁２５６

の２

� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

�愛媛県告示第１８５２号
愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程（昭和３６年１２月愛媛県告示第１０５１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程の規定は、平成１９年１１月１９日以降利子補給承認される農業近代化資金について適用し、

同日前に利子補給承認された農業近代化資金については、なお従前の例による。

平成１９年１２月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利子補給率）

第２条 前条の利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利

子補給率は、次のとおりとする。

（利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利子補給率）

第２条 前条の利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利

子補給率は、次のとおりとする。

農業近代化資金

の種類

利子補給率 農業近代化資金

の種類

利子補給率

法第２条第２

項第１号、第

２号及び第４

号に掲げる融

資機関が同条

第１項第１号

に掲げる者に

貸し付ける場

合

法第２条第２

項第１号に掲

げる融資機関

が同条第１項

第２号から第

４号までに掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第２号から

第４号までに

掲げる融資機

関が同条第１

項第２号から

第４号までに

掲げる者に貸

し付ける場合

法第２条第２

項第１号、第

２号及び第４

号に掲げる融

資機関が同条

第１項第１号

に掲げる者に

貸し付ける場

合

法第２条第２

項第１号に掲

げる融資機関

が同条第１項

第２号から第

４号までに掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第２号から

第４号までに

掲げる融資機

関が同条第１

項第２号から

第４号までに

掲げる者に貸

し付ける場合

１ 畜舎、果樹

棚、農機具そ

の他の農作物

の生産、流通

又は加工に必

要な施設の改

良、造成、復

旧又は取得に

要 す る 資 金

（農地又は牧

野の改良、造

成、復旧又は

取得に要する

ものを除く。）

年１分２厘５

毛

年１分２厘５

毛

年４厘 １ 畜舎、果樹

棚、農機具そ

の他の農作物

の生産、流通

又は加工に必

要な施設の改

良、造成、復

旧又は取得に

要 す る 資 金

（農地又は牧

野の改良、造

成、復旧又は

取得に要する

ものを除く。）

年１分２厘５

毛

年１分２厘５

毛

年５厘５毛

２～７ 省略 ２～７ 省略

愛 媛 県 報平成１９年１２月１１日 第１９２１号

１３１６
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次のとおりとする。

２� 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所

西条市西之川字野地丁３５７（次の図に示す部分に限る。）、

丁３３７、丁３３８、丁３３９の１、丁３３９の２、丁３４０から丁３４５

まで、丁３４６の１、丁３４７、丁３４８の１、丁３４８の２、丁３４９

から丁３５６まで、丁３５８から丁３６１まで、丁３６２の１、丁３６２

の２、丁３６８、丁３６９

� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び西条市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�愛媛県告示第１８５４号
愛媛県漁業近代化資金利子補給規程（昭和４４年１０月愛媛県告示第８８１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県漁業近代化資金利子補給規程の規定は、平成１９年１１月１９日以降に利子補給承認される漁業近代化資金について適用し、同

日前に利子補給承認された漁業近代化資金については、なお従前の例による。

平成１９年１２月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給

率は、次のとおりとする。

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給

率は、次のとおりとする。

漁業近代化資金の種類 利子補給率 漁業近代化資金の種類 利子補給率

法第２条

第２項第

１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同条

第１項第

１号から

第５号ま

で及び第

１０号に掲

げる者（漁

業近代化

資金融通

法施行令

（昭和４４

年政令第

２０９号。以

下「令」と

いう。）第

５条に規

定する団

体 に 限

る。）に貸

し付ける

場合

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

１号

から

第５

号ま

で及

び第

１０号

に掲

げる

者（令

第５

条に

規定

する

団体

法第

２条

第２

項第

１号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

に掲

げる

者に

貸し

付け

る場

合

法第

２条

第２

項第

２号

及び

第４

号に

掲げ

る融

資機

関が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

法第２条

第２項第

１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同条

第１項第

１号から

第５号ま

で及び第

１０号に掲

げる者（漁

業近代化

資金融通

法施行令

（昭和４４

年政令第

２０９号。以

下「令」と

いう。）第

５条に規

定する団

体 に 限

る。）に貸

し付ける

場合

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

１号

から

第５

号ま

で及

び第

１０号

に掲

げる

者（令

第５

条に

規定

する

団体

法第

２条

第２

項第

１号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

に掲

げる

者に

貸し

付け

る場

合

法第

２条

第２

項第

２号

及び

第４

号に

掲げ

る融

資機

関が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第
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に限

る。）

に貸

し付

ける

場合

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

に限

る。）

に貸

し付

ける

場合

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

１・２ 省略 １・２ 省略

３ 漁船漁具保管修理

施設、漁業用資材保

管施設、漁船用油水

供給施設、養殖池、

蓄養池、水産種苗生

産施設、養殖用作業

舎、水産物処理施設、

水産物保蔵施設、水

産物加工施設、製氷

冷凍施設、水産物等

運搬施設、水産物販

売施設又は漁業用通

信施設の改良、造成

又は取得に必要な資

金（漁船の改造、建

造若しくは取得に必

要なもの又は次号若

しくは第５号に掲げ

るものを除く。）

年１分２

厘５毛

年１

分５

毛

年１

分２

厘５

毛

年４

厘

年４

厘

３ 漁船漁具保管修理

施設、漁業用資材保

管施設、漁船用油水

供給施設、養殖池、

蓄養池、水産種苗生

産施設、養殖用作業

舎、水産物処理施設、

水産物保蔵施設、水

産物加工施設、製氷

冷凍施設、水産物等

運搬施設、水産物販

売施設又は漁業用通

信施設の改良、造成

又は取得に必要な資

金（漁船の改造、建

造若しくは取得に必

要なもの又は次号若

しくは第５号に掲げ

るものを除く。）

年１分２

厘５毛

年１

分５

毛

年１

分２

厘５

毛

年５

厘５

毛

年５

厘５

毛

４～６ 省略 ４～６ 省略

７ 漁村情報処理・通

信施設（有線放送施

設及び有線放送電話

施設を含む。）、漁船

船員臨時宿泊施設、

漁業者研修施設、集

会施設、託児施設、

診療施設、水道施設、

ガス供給施設、下水

道施設、地域休養施

設、漁村広場施設、

漁村センター、生活

安全保護施設、連絡

道又は廃棄物処理施

設の改良、造成又は

取得に必要な資金

同上 年４

厘

年４

厘

７ 漁村情報処理・通

信施設（有線放送施

設及び有線放送電話

施設を含む。）、漁船

船員臨時宿泊施設、

漁業者研修施設、集

会施設、託児施設、

診療施設、水道施設、

ガス供給施設、下水

道施設、地域休養施

設、漁村広場施設、

漁村センター、生活

安全保護施設、連絡

道又は廃棄物処理施

設の改良、造成又は

取得に必要な資金

同上 年５

厘５

毛

年５

厘５

毛

８ 省略 ８ 省略
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�愛媛県告示第１８５５号
海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第３条第１項の規定により海岸保全区域を指定したので、海岸保全区域の指定（昭和３３年３月愛媛県告

示第２７６号）の一部を次のように改正する。

平成１９年１２月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

番号
海岸

名

市町

村

管理

者
延長 区 域 番号

海岸

名

市町

村

管理

者
延長 区 域

１

～

１１２

省略

１

～

１１２

省略

１１３ 豊後

水道

東沿

岸

俵津

漁港

海岸

西予

市

西予

市長

２，９

７９．２

メー

トル

基点１から基点１５までを順次結

んだ線並びに基点１５、補助点１５、

補助点１４、補助点１３、補助点１２、

補助点１０、補助点９、補助点７、

補助点４、補助点３、補助点２、

補助点１及び基点１を順次結んだ

線により囲まれた区域

基点及び補助点の表示（角度の

表示は、真北）

基点１は、西予市明浜町俵津９

番耕地３０１番７地内の標柱（Ｘ座

標３５９７６．３９２、Ｙ座標－９４３０４．７

５９）

基点２は、基点１から３３９度１３

分１７０メートルの地点

基点３は、基点２から７７度３８分

３００メートルの地点

基点４は、基点３から３０９度２４

分１７５メートルの地点

基点５は、基点４から３６度３３分

１３０メートルの地点

基点６は、基点５から４３度３８分

１６．６メートルの地点

基点７は、基点６から３７度５６分

１９１．３メートルの地点

基点８は、基点７から７７度０４分

１８５メートルの地点

基点９は、基点８から１０５度４０

分１７５メートルの地点

基点１０は、基点９から１８６度０５

分２００メートルの地点

基点１１は、基点１０から１１７度０８

分１２０メートルの地点

基点１２は、基点１１から１３４度１７

分１７０メートルの地点

基点１３は、基点１２から２０３度５４

分２６０メートルの地点

基点１４は、基点１３から１３４度２１

１１３ 豊後

水道

東沿

岸

俵津

漁港

海岸

明浜

町

明浜

町長

２，７

７３メ

ート

ル

１ 東宇和郡明浜町大字俵津字窪

浦９番耕地第３０５番地第１内混

凝土標識

２ １点より３３４度３０分測線上

１３５メートルの点

３ ２点より２２度測線上７０メー

トルの点

４ ３点より８０度測線上１４５メー

トルの点

５ ４点より９６度４５分測線上１２５

メートルの点

６ ５点より２度５０分測線上５０

メートルの点

７ ６点より３３３度５分測線上７５

メートルの点

８ ７点より３０３度５分測線上６０

メートルの点

９ ８点より３２２度４０分測線上３５

メートルの点

１０ ９点より３２度３０分測線上５５

メートルの点

１１ １０点より６７度５０分測線上４０

メートルの点

１２ １１点より１２２度４０分測線上４５

メートルの点

１３ １２点より４４度１０分測線上３０

メートルの点

１４ １３点より２２５度測線上３０メー

トルの点

１５ １４点より１８０度４０分測線上３５

メートルの点

１６ １５点より２３度５分測線上６５

メートルの点

１７ １６点より４７度２０分測線上７５

メートルの点

１８ １７点より９１度１０分測線上１６０

メートルの点

１９ １８点より７２度４０分測線上２５
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分２２５メートルの地点

基点１５は、基点１４から１７２度５９

分１８６メートルの地点

補助点１５は、基点１５から２８４度

５３分８５メートルの地点

補助点１４は、基点１４から２５１度

５１分１１０メートルの地点

補助点１３は、基点１３から２５３度

２２分１５５メートルの地点

補助点１２は、基点１２から２５５度

３０分１６０メートルの地点

補助点１０は、基点１０から２２６度

４５分１２５メートルの地点

補助点９は、基点９から２３７度

３０分１６０メートルの地点

補助点７は、基点７から１３２度

１７分１５０メートルの地点

補助点４は、基点４から８３度２３

分１５５メートルの地点

補助点３は、基点３から１２７度

５９分１１５メートルの地点

補助点２は、基点２から１３２度

１６分１２５メートルの地点

補助点１は、基点１から９５度０７

分１００メートルの地点

メートルの点

２０ １９点より１１２度２０分測線上４０

メートルの点

２１ ２０点より１１３度５分測線上２５

メートルの点

２２ ２１点より１３３度３０分測線上２５

メートルの点

２３ ２２点より１６１度５０分測線上５０

メートルの点

２４ ２３点より２００度３０分測線上

１００メートルの点

２５ ２４点より１８９度４０分測線上７０

メートルの点

２６ ２５点より１１４度１０分測線上９０

メートルの点

２７ ２６点より４１度４０分測線上１８

メートルの点

２８ ２７点より１１５度３０分測線上７０

メートルの点

２９ ２８点より１５６度４０分測線上６５

メートルの点

３０ ２９点より１４７度４０分測線上７５

メートルの点

３１ ３０点より１８７度測線上４０メー

トルの点

３２ ３１点より２１９度１０分測線上８０

メートルの点

３３ ３２点より２１１度３０分測線上５５

メートルの点

３４ ３３点より２９５度４０分測線上１５

メートルの点

３５ ３４点より２１０度測線上７０メー

トルの点

３６ ３５点より１７６度４０分測線上７０

メートルの点

３７ ３６点より１２０度測線上６０メー

トルの点

３８ ３７点より９０度測線上２５メー

トルの点

３９ ３８点より８０度測線上４５メー

トルの点

４０ ３９点より１３１度４０分測線上７０

メートルの点

４１ ４０点より１５２度３０分測線上９０

メートルの点

４２ ４１点より２２８度３０分測線上６０

メートルの点

４３ ４２点より２３３度２０分測線上４０

メートルの点

４４ ４３点より１９０度５０分測線上２０

メートルの点

（東宇和郡明浜町大字俵津字
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水ヶ尻１番耕地２１番地の第２

内混凝土標識杭）

１′１点より５４度３５分測線上３０

メートルの点

２′２点より７８度２０分測線上３０

メートルの点

３′３点より１３７度５分測線上３０

メートルの点

４′４点より１７３度２０分測線上３０

メートルの点

５′５点より１４２度５０分測線上３０

メートルの点

６′６点より８４度測線上３０メー

トルの点

７′７点より６０度測線上３０メー

トルの点

９′９点より８８度４０分測線上３０

メートルの点

１１′１１点より１８５度３０分測線上

３０メートルの点

１２′１２点より５２度２０分測線上３０

メートルの点

１６′１６点より１３１度１０分測線上

３０メートルの点

１７′１７点より１５２度５０分測線上

３０メートルの点

２０′２０点より２０３度４０分測線上

３０メートルの点

２３′２３点より２７２度４０分測線上

３０メートルの点

２５′２５点より２７５度４０分測線上

３０メートルの点

２６′２６点より２０７度１０分測線上

３０メートルの点

２８′２８点より２１６度２０分測線上

３０メートルの点

３１′３１点より２９７度測線上３０メ

ートルの点

３２′３２点より３０８度５分測線上３０

メートルの点

３５′３５点より２９６度３０分測線上３０

メートルの点

３６′３６点より２４０度測線上３０メー

トルの点

３８′３８点より１８７度測線上３０メー

トルの点

３９′３９点より２６５度測線上３０メー

トルの点

４１′４１点より２７５度測線上３０メー

トルの点

４４′４４点より２８８度２０分測線上３０

メートルの点
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�愛媛県告示第１８５６号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１９年１２月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

東温市田窪字水木１８６５番１

２ 申請人の住所氏名

松山市枝松五丁目８番３０号

愛媛飼料産業株式会社 代表取締役 宮内 圭三

３ 図面省略

�愛媛県告示第１８５７号
建築士法第１５条第３号に規定する二級建築士試験及び木造建築士試験の受験資格者の指定（昭和４７年４月愛媛県告示第４１２号）の一部を

次のように改正し、学校教育法等の一部を改正する法律（平成１９年法律第９６号）の施行の日から施行する。

平成１９年１２月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第１５条第３号の規定により同

条第１号及び第２号に掲げる者と同等以上の知識及び技能を有する

者を次のとおり定め、建築士法第１５条第３号に規定する二級建築士

試験の受験資格者の指定（昭和２６年９月愛媛県告示第５２４号）は、

廃止する。

１ 次表（あ）欄に掲げる学校において、同表（い）欄に掲げる学

科の課程を修めて卒業した後、それぞれの区分に応じ建築に関し

て同表（う）欄に掲げる年数以上の実務の経験を有する者

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第１５条第３号の規定により同

条第１号及び第２号に掲げる者と同等以上の知識及び技能を有する

者を次のとおり定め、建築士法第１５条第３号に規定する二級建築士

試験の受験資格者の指定（昭和２６年９月愛媛県告示第５２４号）は、

廃止する。

１ 次表（あ）欄に掲げる学校において、同表（い）欄に掲げる学

科の課程を修めて卒業した後、それぞれの区分に応じ建築に関し

て同表（う）欄に掲げる年数以上の実務の経験を有する者

（あ） （い） （う） （あ） （い） （う）

学 校 教 育 法

（昭和２２年法

律第２６号）に

よる大学又は

旧大学令によ

る大学

省略 学 校 教 育 法

（昭和２２年法

律第２６号）に

よる大学又は

旧大学令によ

る大学

省略

省略 省略 省略 省略

農業工学、農林工学、農業土木、農林

土木等（学校教育法第１０８条第３項

に規定する短期大学に係るものを除く。）

農業工学、農林工学、農業土木、農林

土木等（学校教育法第６９条の２第３項

に規定する短期大学に係るものを除く。）

学校教育法に

よる大学若し

くは高等専門

省略 学校教育法に

よる大学若し

くは高等専門

省略

農業工学、農林工学、農業土木、農林

土木等（学校教育法第１０８条第３項

農業工学、農林工学、農業土木、農林

土木等（学校教育法第６９条の２第３項

以上１ ２ ３ ４ ５ ６

７ ８ ９ １０ １１ １２ １３

１４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０

２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７

２８ ２９ ３０ ３１ ３２ ３３ ３４

３５ ３６ ３７ ３８ ３９ ４０ ４１

４２ ４３ ４４ ４４′４１′３９′

３８′３６′３５′３２′３１′２８′

２６′２５′２３′２０′１７′１６′

１２′１１′９′７′６′５′

４′３′２′１′１の各点を

結ぶ線により囲まれた区域

１１４

～

１８３

省略

１１４

～

１８３

省略
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監 査 公 表

�公表第４３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３８第６項の規定により、措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成１９年１２月１１日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 岡 田 志 朗

同 田 中 多佳子

学校、旧大学

令による大学

又は旧専門学

校令による専

門学校

に規定する短期大学に係るものに限

る。）

学校、旧大学

令による大学

又は旧専門学

校令による専

門学校

に規定する短期大学に係るものに限

る。）

省略 省略

２～１０省略 ２～１０省略

選定した特定の事件 愛媛県の行った業務委託契約について

監査の結果に関する報告提出年月日 平成１９年３月２８日

監 査 対 象 機 関 総合科学博物館

監 査 の 結 果 措 置 の 内 容

１ 植栽管理委託

� 指名競争入札を選択することの理由の合理性について

指名業者は、平成１３年度より１７年度まで１０業者、１０業者、１４業者、９業

者、１１業者と一部入れ替えをしている。又面積の縮小、刈り込み回数の減

等により予定価格が下がり、落札価格は下がってきてはいるが、指名業者

選定について透明性のある資料はない。

この業務はその性格上、地方自治法２３４条第２項、地方自治法施行令１６７

条第１号乃至第３号にいう「その性質又は目的が一般競争入札に適しない」、

「その性質又は目的により競争に加わるべき者の数が一般競争入札に付す

る必要がないと認められる程度に少数である場合」、「一般競争入札に付

することが不利と認められるとき」のいずれにも該当しないと思われる。

又平成１５年度を除き落札率が１００％に近い結果となっている。

又指名競争入札の取引の不当制限リスクを鑑みるとき、指名競争入札で

なく、一般競争入札とすべきである。

� 委託業務の検証結果について

委託業務を検証した結果、不備なところがあれば指示して手直し等をさ

せる等をしているとのことであるが、その実質検証結果を記録に残してい

ない。形式的な印鑑を押印した業務完了報告のみでなく、実質的な検証に

基づく記録がなければ実質的な検証をしていないのと同じことになる。実

施した業者の評価のためにも検証記録を残しておく必要がある。

２ 浄化槽設備保守点検委託

指名競争入札を選択することの理由の合理性について

指名業者は、平成１３年度より１７年度まで新居浜市又は旧西条市で業務を営

む３業者を指名し、結果として毎年同じ業者が落札している。近くて直ぐに

対応できるということで地域を近くに特定したというが、何故この３業者な

のか選定について透明性のある資料はない。

この業務はその性格上、地方自治法２３４条第２項、地方自治法施行令１６７条

第１号乃至第３号にいう「その性質又は目的が一般競争入札に適しない」、

「その性質又は目的により競争に加わるべき者の数が一般競争入札に付する

必要がないと認められる程度に少数である場合」、「一般競争入札に付する

ことが不利と認められるとき」のいずれにも該当しないと思われる。又平成

１５年度を除き落札率が１００％に近い結果となっている。

又指名競争入札の取引の不当制限リスクを鑑みるとき、指名競争入札でな

平成１９年度から一般競争入札で実施済。

担当者が、植栽管理業務内容に基づき、施行内容を確認し、確認内容を記

述することとする。

平成１９年度から一般競争入札で実施済。
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く、一般競争入札とすべきである。

３ 空調設備保守点検委託

指名競争入札を選択することの理由の合理性について

指名業者は、平成１３年度より１７年度まで１１業者、１２業者、１３業者、１３業

者、１５業者と一部追加してきている。但し、今までは特定の１社のみが落

札している。又指名業者選定について透明性のある資料はない。

この業務はその性格上、地方自治法２３４条第２項、地方自治法施行令１６７

条第１号乃至第３号にいう「その性質又は目的が一般競争入札に適しない」、

「その性質又は目的により競争に加わるべき者の数が一般競争入札に付す

る必要がないと認められる程度に少数である場合」、「一般競争入札に付

することが不利と認められるとき」のいずれにも該当しないと思われる。

又落札率平成１３年度、１４年度に比べ少し下がったとはいえ、高率である。

又指名競争入札の取引の不当制限リスクを鑑みるとき、指名競争入札でな

く、一般競争入札とすべきである。

４ 消防設備保守点検委託

指名競争入札を選択することの理由の合理性について

指名業者は、平成１３年度より１７年度まで４業者、４業者、４業者、５業

者、５業者と一部追加してきている。但し、今までは特定の１社のみが落

札している。又指名業者選定について透明性のある資料はない。

この業務はその性格上、地方自治法２３４条第２項、地方自治法施行令１６７

条第１号乃至第３号にいう「その性質又は目的が一般競争入札に適しない」、

「その性質又は目的により競争に加わるべき者の数が一般競争入札に付す

る必要がないと認められる程度に少数である場合」、「一般競争入札に付

することが不利と認められるとき」のいずれにも該当しないと思われる。

指名競争入札の取引の不当制限リスクを鑑みるとき、指名競争入札でなく、

一般競争入札とすべきである。

５ 警備業務委託

指名競争入札を選択することの理由の合理性について

指名業者は、平成１６年度、１７年度ともに６業者であるが、平成１３年、１４

年の随意契約した業者が落札している。随意契約が指名競争になったから

といって特に落札額が下がっているわけではない。又指名業者選定につい

て透明性のある資料はない。

この業務はその性格上、地方自治法２３４条第２項、地方自治法施行令１６７

条第１号乃至第３号にいう「その性質又は目的が一般競争入札に適しない」、

「その性質又は目的により競争に加わるべき者の数が一般競争入札に付す

る必要がないと認められる程度に少数である場合」、「一般競争入札に付

することが不利と認められるとき」のいずれにも該当しないと思われる。

指名競争入札の取引の不当制限リスクを鑑みるとき、指名競争入札でなく、

一般競争入札とすべきである。

６ 清掃業務委託

指名競争入札を選択することの理由の合理性について

指名業者は、平成１６年度、１７年度ともに９業者であるが指名業者選定に

ついて透明性のある資料はない。平成１５年度において登録資格業者でない

業者が落札し誤って発注したことをもって指名競争に変えたのであるなら

ば問題は別のところである。入札手続きに不備があったために発生した問

題であり、一般競争入札であるから発生したのではない。

この業務はその性格上、地方自治法２３４条第２項、地方自治法施行令１６７

条第１号乃至第３号にいう「その性質又は目的が一般競争入札に適しない」、

「その性質又は目的により競争に加わるべき者の数が一般競争入札に付す

る必要がないと認められる程度に少数である場合」、「一般競争入札に付

することが不利と認められるとき」のいずれにも該当しないと思われる。

指名競争入札の取引の不当制限リスクを鑑みるとき、指名競争入札でなく、

一般競争入札とすべきである。

７ 館内窓ガラス清掃業務委託

指名競争入札を選択することの理由の合理性について

指名業者は、平成１３年度から１７年度まで、９業者、１０業者、１１業者、９

業者、９業者であるが指名業者選定について透明性のある資料はない。

この業務はその性格上、地方自治法２３４条第２項、地方自治法施行令１６７

条第１号乃至第３号にいう「その性質又は目的が一般競争入札に適しない」、

「その性質又は目的により競争に加わるべき者の数が一般競争入札に付す

る必要がないと認められる程度に少数である場合」、「一般競争入札に付

平成１９年度から一般競争入札で実施済。

平成１９年度から一般競争入札で実施済。

平成１９年度から一般競争入札で実施済。

平成１９年度から一般競争入札で実施済。

平成１９年度から一般競争入札で実施。

（１２月実施予定）
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することが不利と認められるとき」のいずれにも該当しないと思われる。

指名競争入札の取引の不当制限リスクを鑑みるとき、指名競争入札でなく、

一般競争入札とすべきである。

８ プラネタリウム棟外壁等洗浄委託

指名競争入札を選択することの理由の合理性について

指名業者は、平成１３年度から１７年度まで、１０業者、１０業者、１１業者、９

業者、９業者であるが指名業者選定について透明性のある資料はない。

この業務はその性格上、地方自治法２３４条第２項、地方自治法施行令１６７

条第１号乃至第３号にいう「その性質又は目的が一般競争入札に適しない」、

「その性質又は目的により競争に加わるべき者の数が一般競争入札に付す

る必要がないと認められる程度に少数である場合」、「一般競争入札に付

することが不利と認められるとき」のいずれにも該当しないと思われる。

指名競争入札の取引の不当制限リスクを鑑みるとき、指名競争入札でなく、

一般競争入札とすべきである。

平成１８年度から予算削減のため本委託業務は取り止めているが、再開する

場合は、一般競争入札で実施することとする。

監査対象機関 歴史文化博物館

監査の結果 措置の内容

１ エレベータ保守業務委託

市場や競争がないこと、修理部品調達の困難、技術力・安全性の欠如等

を前提に、メーカー系保守業者の主張を追認するような理由付けは、地方

自治法施行令１６７条の２の要件を満たすものではなく、現在の理由ないし

根拠は、随意契約方式の選択を正当化するものではない。

今まで随意契約としてきたものを指名競争入札に変えたケースにおいて

は、契約額が下がっていることは明らかであり、特に独立系保守業者が競

争に参入した場合に、大きく落札価格が低減している結果となっている。

指名業者の選定、入札参加基準に合理的且つ必要と思われるものがない

現状では、エレベータ保守点検業務は一般競争入札が何よりも委託先選定

として合理的且つ必要とされる方法であり、平成１７年度までの随意契約、

平成１８年度の指名競争入札については、一般競争入札とすべきである。

２ 収蔵庫燻蒸作業委託

指名競争入札を選択することの理由の合理性について

この業務はその性格上、地方自治法２３４条第２項、地方自治法施行令１６７

条第１号乃至第３号にいう「その性質又は目的が一般競争入札に適しない」、

「その性質又は目的により競争に加わるべき者の数が一般競争入札に付す

る必要がないと認められる程度に少数である場合」、「一般競争入札に付

することが不利と認められるとき」のいずれにも該当しないと思われる。

又指名競争入札の取引の不当制限リスクを鑑みるとき、指名競争入札で

なく、一般競争入札とすべきである。

３ 歴史展示室４の一部展示撤去業務委託

指名競争入札を選択することの理由の合理性について

４社の応札により落札率は５９．６％となっているが、この業務はその性格

上、地方自治法２３４条第２項、地方自治法施行令１６７条第１号乃至第３号に

いう「その性質又は目的が一般競争入札に適しない」、「その性質又は目

的により競争に加わるべき者の数が一般競争入札に付する必要がないと認

められる程度に少数である場合」、「一般競争入札に付することが不利と

認められるとき」のいずれにも該当しないと思われる。

又指名競争入札の取引の不当制限リスクを鑑みるとき、指名競争入札で

なく、一般競争入札とすべきである。

４ 「上黒岩岩陰遺跡とその時代」展示図録作成業務委託

指名競争入札を選択することの理由の合理性について

４社の応札により落札率は６７．０％となっているが、この業務はその性格

上、地方自治法２３４条第２項、地方自治法施行令１６７条第１号乃至第３号に

いう「その性質又は目的が一般競争入札に適しない」、「その性質又は目

的により競争に加わるべき者の数が一般競争入札に付する必要がないと認

められる程度に少数である場合」、「一般競争入札に付することが不利と

認められるとき」のいずれにも該当しないと思われる。

又指名競争入札の取引の不当制限リスクを鑑みるとき、指名競争入札で

なく、一般競争入札とすべきである。

５ 空調設備保守業務委託

空調設備の保守点検業務の具体的な内容としては、冷温水発生機２基、

平成１９年度から一般競争入札で実施済。

平成１９年度から一般競争入札で実施済。

今後、同様な業務があれば（指摘の業務については、１７年度のみの特別な

業務である）一般競争入札執行をまず検討のうえ執行することとする。

今後、同規模の入札については、一般競争入札を実施することとする。

平成１９年度から一般競争入札で実施済。
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ヒートポンプチラー１基、空調ポンプ１３台、蓄熱水槽２基、空気調和機２５

基、空冷ヒ－トポンプエアコン８台、全熱交換機３台、ファンコイルユニ

ット５台、冷却塔２基、空調用ファン６１台、排煙ファン６台、自動制御装

置１式他の年２回の点検および環境測定、水質検査となっている。

業者を指名により限定する必要性は乏しく、早急に一般競争入札に移行

する必要がある。

６ 警備業務委託

契約書に記載されている警備員名簿が作成されていなかった。定期的に

確認する必要がある。

７ 弱電設備保守業務委託

� 当初業者による見積により予定価格が算定され、その後は前年実績を参

考として見直されていない。

予定価格の算定は、作業実態を反映して検証がなされていない。業者任

せの単価設定はその妥当性を欠いている可能性があり、不適切である。県

は、早急に適切な算定の基準を作成しなければならない。

� 歴史文化博物館内に設置されている視聴覚設備他の電気設備の点検業務

の具体的な内容としては、視聴覚設備等、非常放送設備、身体障害者呼出

表示装置、テレビ共聴設備、ＩＴＶ監視カメラ装置、インターホン設備、

電気時計設備、多目的ホール照明設備、多目的ホール音響映像設備の年２

回の保守点検および事故等緊急時の対策となっている。

指名競争とする理由に合理性は認められない。一般競争入札にするべき

である。

８ 消防設備保守業務委託

契約書にその作成を記載されている事業計画書について実際の提出保存

がなされていなかった。

９ 浄化槽保守管理業務委託

落札業者は５年間同一であり、金額についても平成１７年度に若干低下し

たもののほぼ同一水準で推移している。２位業者との入札額も非常に緊密

なまま順位の逆転もなく推移しており、適切な競争機能が発揮されている

とはいいがたい推移である。

適切な競争機能を働かせるべく一般競争入札に付すことが望ましい。

１０ 清掃業務委託

競争原理が働いていると推定はされるが、指名競争入札は、あらかじめ

入札に参加できる業者を発注者である県が指名するため、又業者の数が限

られるため、事前の相談をしやすい、又発注者側の指名に際して裁量が介

入しやすいといわれており、何時、不当な取引制限になるかもしれないと

いうリスクが高いと思われる。

清掃業務委託の具体的な内容としては、①施設内の通常の清掃、②年１

回のカーペットクリーニング（７，１２９．５２㎡）、③年３回の飲料水水質検査

④年２回のワックスがけとなっている。

この業務について特に指名競争入札とする理由は見当たらないと思われ

る。

一般競争入札によるべきである。

添付漏れにつき添付済。平成１８年度、１９年度作成済。警備員については、

毎日確認済。

積算基礎となる作業者単価については、「積算資料」等、全国的調査に基

づき発刊されている資料に基づき積算することとする。

平成１９年度から一般競争入札で実施済。

年次計画の添付漏れ。年２回の実施の際には、事前に連絡のうえ実施済み。

平成１８年度、１９年度は提出添付済み。

平成１９年度から一般競争入札で実施済。

平成１９年度から一般競争入札で実施済。

監査対象機関 図書館

監査の結果 措置の内容

エレベータ保守点検・修理業務委託

市場や競争がないこと、修理部品調達の困難、技術力・安全性の欠如等

を前提に、メーカー系保守業者の主張を追認するような理由付けは、地方

自治法施行令１６７条の２の要件を満たすものではなく、現在の理由ないし

根拠は、随意契約方式の選択を正当化するものではない。

今まで随意契約としてきたものを指名競争入札に変えたケースにおいて

は、契約額が下がっていることは明らかであり、特に独立系保守業者が競

争に参入した場合に、大きく落札価格が低減している結果となっている。

指名業者の選定、入札参加基準に合理的且つ必要と思われるものがない

現状では、エレベータ保守点検業務は一般競争入札が何よりも委託先選定

として合理的且つ必要とされる方法であり、随意契約については、一般競

平成１９年度から一般競争入札で実施済。
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争入札とすべきである。

監査対象機関 しげのぶ特別支援学校

監査の結果 措置の内容

学校エレベータ保守点検業務委託

市場や競争がないこと、修理部品調達の困難、技術力・安全性の欠如等

を前提に、メーカー系保守業者の主張を追認するような理由付けは、地方

自治法施行令１６７条の２の要件を満たすものではなく、現在の理由ないし

根拠は、随意契約方式の選択を正当化するものではない。

今まで随意契約としてきたものを指名競争入札に変えたケースにおいて

は、契約額が下がっていることは明らかであり、特に独立系保守業者が競

争に参入した場合に、大きく落札価格が低減している結果となっている。

指名業者の選定、入札参加基準に合理的且つ必要と思われるものがない

現状では、エレベータ保守点検業務は一般競争入札が何よりも委託先選定

として合理的且つ必要とされる方法であり、平成１７年度までの随意契約、

平成１８年度の指名競争入札については、一般競争入札とすべきである。

平成２０年度から一般競争入札で実施する。

監査対象機関 美術館

監査の結果 措置の内容

エレベータ保守点検・修理業務委託

市場や競争がないこと、修理部品調達の困難、技術力・安全性の欠如等

を前提に、メーカー系保守業者の主張を追認するような理由付けは、地方

自治法施行令１６７条の２の要件を満たすものではなく、現在の理由ないし

根拠は、随意契約方式の選択を正当化するものではない。

今まで随意契約としてきたものを指名競争入札に変えたケースにおいて

は、契約額が下がっていることは明らかであり、特に独立系保守業者が競

争に参入した場合に、大きく落札価格が低減している結果となっている。

指名業者の選定、入札参加基準に合理的且つ必要と思われるものがない

現状では、エレベータ保守点検業務は一般競争入札が何よりも委託先選定

として合理的且つ必要とされる方法であり、随意契約については、一般競

争入札とすべきである。

平成１９年度から一般競争入札で実施済。

監査対象機関 警察本部 警務部 会計課

監査の結果 措置の内容

１ 警察本部庁舎エレベータ保守点検業務委託

平成１７年度まで、毎年予定価格と落札価格が同じであるという実態から、

適正な競争が行われていないと推定せざるを得ない。又指名業者の選定に

ついても慣例、前例を踏襲しているのみである。

今まで随意契約としてきたものを指名競争入札に変えたケースにおいて

は、契約額が下がっていることは明らかであり、特に独立系保守業者が競

争に参入した場合に、大きく落札価格が低減している結果となっている。

指名業者の選定、入札参加基準に合理的且つ必要と思われるものがない

現状では、エレベータ保守点検業務は一般競争入札が何よりも委託先選定

として合理的且つ必要とされる方法であり、指名競争入札でなく、一般競

争入札とすべきである。

２ 運転免許センターエレベータ保守点検業務委託

平成１７年度までは、毎年、予定価格と落札価格が同じであるという実態

から、適正な競争が行われていないと推定せざるを得ない。又指名業者の

選定についても慣例、前例を踏襲しているのみであった。

平成１８年度において、指名業者を増やすという前例を破りはしたが、今

まで随意契約としてきたものを指名競争入札に変えたケースにおいては、

契約額が下がっていることは明らかであり、特に独立系保守業者が競争に

参入した場合に、大きく落札価格が低減している結果となっている。

指名業者の選定、入札参加基準に合理的且つ必要と思われるものがない

現状では、エレベータ保守点検業務は一般競争入札が何よりも委託先選定

として合理的且つ必要とされる方法であり、指名競争入札でなく、一般競

争入札とすべきである。

３ 大洲警察署エレベータ保守点検業務委託

平成１４年１０月建設以来、指名競争入札を従来から継続していているが、

平成１５年度業者見積額、契約額をベースに平成１６年度、平成１７年度の予定

価格を算出し、予定価格＝落札価格で同じ額であり、適正な競争が行われ

平成１９年度の契約から周辺県有施設のエレベータ設備を一括して委託契約

する方式に移行し、一般競争入札を実施した。

平成２０年度から一般競争入札に移行する予定である。

一般競争入札への移行については、会計規則に定める随意契約の限度額を

考慮しながら検討を進めることとしている。
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ていないと推定せざるを得ない。

今まで随意契約としてきたものを指名競争入札に変えたケースにおいて

は、契約額が下がっていることは明らかであり、特に独立系保守業者が競

争に参入した場合に、大きく落札価格が低減している結果となっている。

指名業者の選定、入札参加基準に合理的且つ必要と思われるものがない

現状では、エレベータ保守点検業務は一般競争入札が何よりも委託先選定

として合理的且つ必要とされる方法であり、指名競争入札でなく、一般競

争入札とすべきである。

４ 自動車保管場所証明事務委託

� 委託費の妥当性の検証と義務違背

行政庁は常に、現在の事務処理のあり方が、「最少経費で最大効果」を

あげるものであることを調査分析し確認する義務がある。この場合、歳入

単価に対する委託単価比率が１以下であること、すなわち、歳入に対し委

託費が下回っていればよい、ということはない。

本件業務委託についてみると、平成３年の法改正に「委託費の０．５」と

されており、それ以降は年度ごとの再検討がなされないまま、継続して適

用されている。

愛媛県は、現在の調査業務が効率的におこなわれていることを分析し把

握する義務があるにもかかわらず、調査業務の効率性に関する検証が不十

分であり、当該義務に違背する事態が惹起されているものといわざるをえ

ない。これは地方自治法第２条第１４項に違反する。愛媛県は早急に、調査

業務の活動記録を基に、不要不急の時間が費やされていないか、調査業務

は計画的に効率的に実施されているか等について、現状を分析し、委託金

額の妥当性を検証する必要がある。

� 随意契約方式継続の違法性について

本件における現地調査は、特殊な業務ではなく、一定の法令知識を必要

とするものの、専門性を必要とする業務ではない。調査対象の地理に精通

した土地勘ある一般人であれば、容易に担うことができる業務である。個

人情報保護の課題はあるが、これは現在の委託業者が現地調査員を利用す

る場合と異なるものではない。

本件委託業務はただちに地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に

いう「その他の契約」に該当するものでもなく、委託業務の「性質又は目

的」が競争入札に適さない、ということもできない。そうすると、本件業

務委託は、随意契約の方式を採用することが認められる特段の事情が存在

しないにもかかわらず、前例踏襲によって随意契約の方式を選択してきた

ものと解さざるを得ない。愛媛県が、本件業務委託について随意契約方式

を選択し続けることは、地方自治法第２３４条に違反する行為であるという

結論に落ち着く。一般競争入札の方式によることを検討すべきである。

５ 道路使用許可調査業務委託

� 委託費の妥当性の検証と義務違背

行政庁は常に、現在の事務処理のあり方が、「最少経費で最大効果」を

あげるものであることを調査分析し確認する義務がある。この場合、歳入

単価に対する委託単価比率が１以下であること、すなわち、歳入に対し委

託費が下回っていればよい、ということはない。

本件業務委託についてみると、昭和６３年４月の道路交通法改正の際に事

業に要する必要経費を積算し「委託費の０．６５」とされており、それ以降は

実態に見合った再検討は十分なされていない。

愛媛県は、現在の調査業務が効率的におこなわれていることを分析し把

握する義務があるにもかかわらず、調査業務の効率性に関する検証を十分

におこなっておらず、当該義務に違背する事態が惹起されているものとい

わざるをえない。これは地方自治法第２条第１４項に違反する。愛媛県は早

急に、調査業務の活動記録を基に、不要不急の時間が費やされていないか、

調査業務は計画的に効率的に実施されているか等について、現状を分析し、

委託金額の妥当性を検証する必要がある。

� 随意契約によりうる特段の事情について

道路交通法１０８条の３１第２項に規定される事業は、都道府県交通安全活

動推進センターに指定された社団法人愛媛県交通安全協会にのみ委託する

ことができ、他の事業者を委託事業者に選定することはできないが、どの

事業者を「都道府県センター」として指定するかは、各都道府県の任意の

選択ないし裁量に委ねられており、その選択の過程において，市場が開か

れており、かつ、公平性の基準に準拠して選定がおこなわれる必要がある。

本件委託業務について、道路交通法第１０８条の３１を根拠に随意契約の方

式により、社団法人愛媛県交通安全協会に対し業務委託すべき特段の事情

ないし性質を見出すことはできない。

委託費の妥当性については、今後、現状を適正に分析し検証していくこと

としている。

平成１９年５月末で従前の事務委託契約を解除して、一般競争入札を実施し

た。

委託費の妥当性については、今後、現状を適正に分析し検証していくこと

としている。

道路使用許可調査業務の委託については、道路交通法第１０８条の３１第１項

により都道府県交通安全活動推進センター（都道府県センター）に指定され

た一法人に限定されていることから、業務委託そのものを一般競争入札とす

ることは困難な状況であるが、都道府県センターの指定に当たっては透明性、

公平性を確保して選定していくこととしている。
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また仮に、本件委託業務について、道路使用許可という「公権力の行使」

の側面を重視するとしても、地方自治法の法意に従えば、今日、指定管理

者制度を通じて民間事業者に業務委託できる内容のものである。道路も公

の施設もともに公共の施設であることに違いはないからである。

以上より、本件委託業務について、随意契約の方式により、社団法人愛

媛県交通安全協会に対し業務委託すべき特段の事情ないし性質を見出すこ

とはできないのである。愛媛県は早急に、一般競争入札の方式によるべき

ことを検討すべきである。

６ パーキングチケット発給手数料収納及び管理業務委託

� 昭和６２年に制定されたパーキング・チケット発給設備管理運用業務実施

要領は、現行の運用実態にそぐわなくなった事項について、適切な変更が

なされないまま契約条件に掲げられている。実態を反映すべく適時に改定

を行わなければならない。

� 随意契約方式の根拠と社会の動向

愛媛県は、道路交通法第４９条第４項を根拠に随意契約の方式によること

が正当化されると主張するが、当該規定は、委託することが「できる」こ

とを明示したのみであって、委託の方法はなんら規定されていない。随意

契約の方式により、社団法人愛媛県交通安全協会に対し業務委託すること

について、随意契約の方式を選択しうる法的根拠はなく、社会的動向とも

対立する事態が惹起されているものと思慮するのである。愛媛県は漫然、

本件随意契約を継続するのではなく、早急に一般競争入札制度への移行を

検討すべきである。

７ 交通管制センター設備保守業務委託及びサブセンター設備保守業務委託

� 一般競争入札制度採用の必要性

本件業務は、コンピュータシステムの保守点検業務であって、指名競争

入札を採用すべき特段の事情ないし性質を見出すことはできない。また、

指名基準に「実績」を要求することは、本来考慮すべきでない事項を考慮

することであって、いわゆる他事考慮に相当する。

愛媛県は指名競争入札を採用すべき特段の事情ないし性格が存在しない

にもかかわらず、指名競争入札制度の採用を継続しているのであって、地

方自治法に違反する事態が惹起されている。早急に、一般競争入札制度を

採用すべきである。

� 落札率について

本件業務委託の落札率は異常に高い落札率であるということができる。

このような場合、入札談合等の不当な取引制限の事実を推定できることに

なる。これは、不当な取引制限を禁止する独占禁止法第３条後段の法意に

反すると同時に、地方自治法第２条第１４項が要求する「最少経費で最大効

果」義務に違背する事態が惹起されている。愛媛県は一般競争入札制度を

採用するとともに、現状の改善が必要である。

８ 交通管制センター信号制御下位装置ほか整備工事請負

一般競争入札制度採用の必要性

本件業務は、装置の更新と取付であって、指名競争入札を採用すべき特

段の事情ないし性質を見出すことはできない。また、指名基準の、①電気

通信工事の格付けがＡ等級であること、②同種設備を製造可能な業者であ

ること、③同種工事の施行実績のあることの要件は、原則に反して指名競

争入札を採用しなくとも、一般競争入札の参加資格要件で限定すればよい

ことである。

愛媛県は指名競争入札を採用すべき特段の事情ないし性格が存在しない

にもかかわらず、漫然、指名競争入札制度の採用を継続しているのであっ

て、地方自治法に違反する事態が惹起されている。早急に、一般競争入札

制度を採用すべきである。

９ 停止処分者講習業務委託

違反者講習業務委託

原付免許取得時講習業務委託

更新時講習業務委託

更新情報提供業務委託

免許関係事務委託

� 随意契約方式採用の正当性について

道路交通法第１０８条の２第３項及び道路交通法施行規則第３８条の３は、

本件各業務委託を外部委託「できる」こと、および、その委託先は「講習

を行うのに、又は委託先として必要かつ適切な組織、設備及び能力を有す

る」者であることを規定しているにすぎない。

一般競争入札への移行に合わせてパーキング・チケット発給設備管理運用

業務実施要領を改正することとしている。

平成２０年度から一般競争入札に移行することとしている。

平成２０年度から一般競争入札に移行する予定である。

落札率が高いことについては、業務委託を長期継続的に行っていることが

原因と考えられることから、一般競争入札への移行により改善を図ることと

する。

平成１９年度から予定価格が１，５００万円以上の工事については、入札後審査

型一般競争入札に移行した。

更新情報提供業務委託については、平成１９年６月末で従前の事務委託契約

を解除して、一般競争入札を実施した。

なお、その他の各業務委託についても、一般競争入札への移行に向けて準

備を行っている段階であり、準備が出来次第、順次、一般競争入札に移行し
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雑 報

�裁決手続開始の決定の公告
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４５条の２の規定により、平成１９年１１月２８日次のとおり裁決手続開始の決定をしたので公告する。

平成１９年１２月１１日

愛媛県収用委員会

会長 矢 野 隆 三

１ 起業者の名称

国土交通大臣

２ 事業の種類

一般国道１１号改築工事（川之江三島バイパス・愛媛県四国中央市中之庄町字宮ノ上地内から同市中之庄町字浜之前地内まで）及びこれ

に伴う市道付替工事

３ 収用の裁決手続の開始を決定した不動産の表示等

不 動 産 （ 土 地 ） の 表 示 等
土 地 所 有 者

住 所 氏 名

所 有 権 以 外 の

権 利 の 表 示 関 係 人

住 所 氏 名所 在 地 番
地 目 面 積

公 簿 現 況 公 簿
��

実 測
��

収用しようとす
る土地の実測��

受付年月日
受 付 番 号 種 類

愛媛県四
国中央市
中之庄町
字浜之前

７９番 墓地 墓地 ４２ ４２．０２ ４２．０２
不明
ただし、土地登記簿表題部所有者 古川
萬兵衛

─── ─── ──────

愛媛県は本件各委託業務について、漫然、随意契約の方式を採用すると

ともに、長期継続的に社団法人愛媛県交通安全協会に対し業務委託を継続

しているのである。このような事態は、地方自治法の法意に反する事態が

惹起されている。また、潜在的な競争市場があるにもかかわらず、随意契

約の方式を採用することによって、事実上、行政庁による不当な取引制限、

ないし、参入障壁の確立と同視できる事態が惹起されている。したがって、

愛媛県は地方自治法および独占禁止法の法意を尊重し、本件随意契約の方

式を採用し続けることが正当であるのか否かについて再検討するとともに、

当該市場を開放する方策を採用すべきである。

� 委託額の正当性について

本件各委託業務について現状をみると、必要最低限の委託費が算出され

ていないか、あるいは、必要最低限の状況であるか否かが不明な状態に陥

っている。このような事態は、地方自治法２条第１４項が規定する義務に違

背するものである。愛媛県は、現状の厳密な把握と適正額の算出が必要で

ある。

１０ 愛媛県警察行政手続等オンライン化システム開発業務

指名競争入札を選択することの理由の合理性について

５社指名したが２社辞退の経緯から、この業務はその性格上、地方自治

法２３４条第２項、地方自治法施行令第１６７条第１号乃至第３号にいう「その

性質又は目的が一般競争入札に適しない」、「その性質又は目的により競

争に加わるべき者の数が一般競争入札に付する必要がないと認められる程

度に少数である場合」、「一般競争入札に付することが不利と認められる

とき」のいずれかに該当するのであるならば、その論拠を明確にしておく

べきであり、結論としては指名競争入札の取引の不当制限リスクを鑑みる

とき、指名競争入札でなく、一般競争入札とすべきである。

ていく予定としている。

委託費の妥当性については、今後、現状を適正に分析し検証していくこと

としている。

システム開発等の業務委託については、会計規則に定める随意契約の限度

額以上のものについて、平成１９年度から一般競争入札に移行した。

平成１９年１２月１１日 発行
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